
【参考】 令和2年度　旭川空港収支決算
CF　(パターン①）

※　旭川空港においては，令和２年１０月１日より，運営者である北海道エアポート株式会社へ空港運営を委託

　しており，本市においてはそれまでの半年間の空港運営のため，本収支は「参考」開示となります。

旭川空港事務所（空港政策課）の経費は、一般会計で処理しており、

歳入に、空港使用料(着陸料及び停留料)、行政財産使用料、雑収入のほか空港整備にかかる国庫支出金、

道支出金、市債及び航空機燃料譲与税を充当している。

歳出は、空港管理費、空港周辺及び空港車両の維持管理費のほか空港整備事業に係る経費を計上している。

歳入・歳出差額分には、市税、地方交付税など一般財源を充当している。

国管理空港の空港別収支の分類に旭川空港の収支決算を該当させた場合、以下のような試算結果となる。

キャッシュフローベース収支　

歳入項目 歳出項目 (単位：円)

着陸料等収入 69,742,192 空港等維持運営費等 622,041,828

行政財産使用料収入 11,116,950 国有資産所在市町村交付金 5,609,100

国庫支出金等 153,845,562 空港整備事業費(補助事業) 205,788,748

市債 156,900,000 空港整備事業費(単独事業) 27,652,148

雑収入 298,348,141 土地建物借料 0

航空機燃料譲与税 58,573,000 借入金償還 78,102,419

歳入合計（１） 748,525,845 歳出合計（２） 939,194,243

-190,668,398円

Ⅰ．キャッシュフローベース収支 表示科目説明

（１）歳入項目

・「着陸料等収入」には、着陸料収入、停留料収入を計上している。

・「行政財産使用料収入」には、土地、建物等の使用による使用料収入を計上している。

・「国庫支出金等」には、空港整備事業に係る国庫支出金、道支出金を計上している。

・「市債」には、空港整備事業及び空港車両購入等に係る地方債を計上している。

・「雑収入」には、駐車場電気代収入等を計上している。

（２）歳出項目

・「空港等維持運営費等」には、空港保安に係る運営費、滑走路等の維持運営費、空港車両購入費等を計上している。

・「国有資産所在市町村交付金」には、市が所有する固定資産の所在する市町村に交付する交付金を計上している。

・「空港整備事業費」には、空港整備補助事業及び空港整備単独事業に係る支出を計上している。

・「土地建物借料」には、空港タ－ミナルビル事務室等の借用による支払借料を計上している。

・「借入金償還」には、令和2年度の市債償還元金額及び利子額を計上している。

歳入合計(１)－歳出合計(２)

CF     (パタ－ン①)



【参考】 令和2年度　旭川空港収支決算
CF　(パターン②）

※　旭川空港においては，令和２年１０月１日より，運営者である北海道エアポート株式会社へ空港運営を委託

　しており，本市においてはそれまでの半年間の空港運営のため，本収支は「参考」開示となります。

旭川空港事務所の経費は、一般会計で処理しており、

歳入に、空港使用料(着陸料及び停留料)、行政財産使用料、市債、雑収入及び航空機燃料譲与税を充当している。

歳出は、空港管理費、空港周辺及び空港車両の維持管理費に係る経費を計上している。

国管理空港の空港別収支の分類に旭川空港の収支決算を該当させた場合、以下のような試算結果となる。

キャッシュフローベース収支　

歳入項目 歳出項目 (単位：円)

着陸料等収入 69,742,192 空港等維持運営費等 622,041,828

行政財産使用料収入 11,116,950 国有資産所在市町村交付金 5,609,100

国庫支出金等 - 空港整備事業費(補助事業) -

市債 85,800,000 空港整備事業費(単独事業) -

雑収入 298,348,141 土地建物借料 0

航空機燃料譲与税 58,573,000 借入金償還 -

歳入合計（１） 523,580,283 歳出合計（２） 627,650,928

-104,070,645円

Ⅰ．キャッシュフローベース収支 表示科目説明

（１）歳入項目

・「着陸料等収入」には、着陸料収入、停留料収入を計上している。

・「行政財産使用料収入」には、土地、建物等の使用による使用料収入を計上している。

・「市債」には、空港車両購入等に係る地方債（空港整備事業に係る地方債を除く。）を計上している。

・「雑収入」には、駐車場電気代収入等を計上している。

（２）歳出項目

・「空港等維持運営費等」には、空港保安に係る運営費、滑走路等の維持運営費、空港車両購入費等を計上している。

・「国有資産所在市町村交付金」には、市が所有する固定資産の所在する市町村に交付する交付金を計上している。

・「土地建物借料」には、空港タ－ミナルビル事務室等の借用による支払借料を計上している。

歳入合計(１)－歳出合計(２)

CF     (パタ－ン②)


